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多重債務者に係る相談窓口整備の状況

○「多重債務問題改善プログラム」では、その第一の柱である相談窓口の整備・強化に
ついて、

◆住民から最も身近な地方自治体（特に市町村）が、相談に主体的・積極的に対応する
ことを求めるとともに、

◆国は、財務局など自らの機関において相談体制を強化するのと併せて、地方自治体に
おける相談体制の充実に向けた取組みをバックアップすることとされております。

○四国財務局では２名の専門相談員を配置し、多重債務相談の受付を行っております。

○四国管内では、全県（４県）及び全市町村（９５市町村）で窓口を設置。

○改正貸金業法の完全施行に加え、「多重債務問題改善プログラム」に沿った取組みの
成果により、多重債務問題は一時期に比べ落ち着きをみせております。

○四国財務局の直近の受付件数の推移で見ると、令和元年度（平成３１年度）は122
件、令和２年度は９６件、令和３年度は９５件となっております。
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相談窓口の整備・強化と
地方自治体相談機関等との連携、支援

●財務局では、従前から「多重債務問題改善プログラム」に沿って、相談員向けの手引

書に関する研修・指導を行うなど、相談窓口の整備・強化を図るとともに、住民から最

も身近な地方自治体の相談機関等と連携取組のバックアップを行ってきたところです。

●自治体、財務局における四国管内の相談件数も、一時期に比べ落ち着きをみせつつあ

るものの、多額の借入残高を有する潜在的な相談ニーズは依然として存在するほか、相

談の中には、借金の問題のみならず、心の問題や生活苦を抱えているなど、総合的な問

題解決を必要とするケースも見られております。

●貸金業者から３件以上の無担保無保証借入の残高がある人数は、令和４年3月末現在

において全国で１１６万人となっております。

●総合的な問題解決のために、今後、更に地域の相談体制の強化に向け、地方自治体等

との連携、支援に引き続き注力することとしております。
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地方自治体等との連携の状況

●多重債務者対策協議会の構成員として、関係機関とともに、必要な対策を協議してい
るほか、管内各県で毎年貸金業関係幹事会を開催し、消費生活センター相談員や都道府
県警察本部等との情報交換等を積極的に行っております。また、多重債務者相談強化
キャンペーンにおいては、地方自治体の求めに応じ、最大限の協力を行うこととしてお
ります。

●日頃より社会福祉協議会や精神保健福祉センターと連携を行い、相談者の自立支援、
ギャンブル依存からの回復と債務整理による生活再建について、相談者の多面的な支援
に努めております。

地方自治体の専門相談員・職員を対象とした研修会の開催

●地方自治体等の相談員の人材育成を支援する取組みとして、地方自治体の消費者行
政担当職員の研修への講師派遣を行っております。

●地域の相談体制の強化に向けた地方自治体等への支援については、新型コロナの状
況を踏まえつつ、今後も継続的に実施していく方針です。
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・ 各都道府県には、金融庁から別途協力を要請しており、キャンペーンの積極的な協力を依頼してい
ます。また、キャンペーン期間中の取組みについて、財務局は最大限の協力を行うこととしています。
・多重債務相談窓口とギャンブル等依存症対策に関する相談拠点等との連携を進めることや、資金繰り
支援等の紹介など新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた対応を行っていくことが重要とされて
います。

「多重債務者相談強化キャンペーン２０２２」の概要

１．趣 旨

「多重債務者相談強化キャンペーン」は、潜在的な相談者の掘り起こし及び常設相談窓口の認知度向
上を図るため、「多重債務問題改善プログラム」（平成19年４月20日多重債務対策本部決定）に基づ
く地方自治体における相談窓口の整備を促す一助として、平成20年度より毎年度実施しています。

２．期 間

令和４年９月１日～12月31日

３．主 催

多重債務者対策本部、日本弁護士連合会、日本司法書士会連合会、日本司法支援センター

４．実 施 概 要

主催団体が連名で都道府県、中小企業団体（商工会議所、商工会、都道府県中小企業団体中央会）に
呼びかけ、以下のような取組みを全国的に実施しております。
・ 各都道府県・関係団体の共同による無料相談会の開催
・ 都道府県・市区町村や財務局等の常設相談窓口の周知徹底 等

５．実施に当たって
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相談窓口及び担当課

四国財務局に配置している多重債務相談員の各種相談会等への派遣や、多重債務や金

融犯罪防止等に関する講師派遣等も行っておりますので、ご要望等がありましたら、財

務局にお気軽にご相談ください。

多重債務者相談窓口 ０８７－８１１－７８０１（直通）

金融ホットライン ０８７－８１１－７８０２（直通）

新型コロナウイルス感染症に関する金融相談ダイヤル

０８７－８１１－７８０３（直通）

財務広報相談室 ０８７－８１１－７７８０（内２６１）

金融監督第二課 ０８７－８１１－７７８０（内３７２）
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